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研究成果の概要（和文）：本研究は、イギリスのキャリア形成と雇用可能性向上の政策領域において、地域社会
との協働を図りながらどのような支援システムを構築するか、またその機能がどれだけ実効性を持つかについて
明らかにすることを目的とし、文献調査およびイギリスでの訪問調査によって課題の現状を把握した。
その結果、各学校では自校の責任下で地域との連携を一任され、これまでのパートナーシップ体制が弱化したこ
とが確認できた。また、成人と排除のリスクの高い若者の支援についても国の直接支援領域は縮小し、支援サー
ビスの階層性が大きくなったことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The objective of this study aims to reveal the framework of local-based 
supply systems providing career support, learning, and skills in England. The Coalition Government 
aimed to provide career support systems sharing costs and responsibilities with local actors in 
addition to the ‘voluntarist framework and partnership approach’ which New Labour had built. The 
study analyses how foundations of collaboration with the local communities are built, and how viable
 their functions are from three perspectives, which include; provision of (a) vocational learning 
and career guidance in schools and colleges, (b) skill enhancement of adults, and (c) learning and 
training and support services for those at risk of exclusion. 
This study investigated these situations and confirmed that hierarchy in support services has become
 even more pronounced.

研究分野：比較教育学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
厳しい経済不況と雇用環境の変化を前に、

教育・訓練機会の再構築は先進国にとってま
すます重要な課題となっている。イギリス
（イングランドを指す）元労働党政権（1997
～2010）では「社会的包摂（social inclusion）」
を目指す政策過程において、特に社会的困難
層と若者の雇用可能性の向上が排除の積極
的予防につながると位置づけられ、数々の施
策が行われてきた。続く保守党・自民民主党
連立政権（2010～2015）においては、この領
域においてさらなる本格的な経済・雇用対策
と厳しい緊縮財政を求められることになっ
た。そうした中、キャメロン政権は地域社会
に対しより大きな責任の共有を求めていく
「大きな社会（Big Society）」政策を打ち出
し（Cameron, 2010）、政府だけでは対処でき
なくなった公共サービスの空隙を埋め合わ
せることを民間やボランタリー・セクターに
期待することとなった（原田, 2011）。 

義務教育後の学習と訓練においても、ビジ
ネス革新技能省（以下、BIS と略称）が 2011
年に『新しい挑戦、新しいチャンス（New 
Challenges, New Chances: Further Education 
and Skills System Reform Plan: Building a World 
Class Skills System）』（BIS, 2011）を打ち出し、
教育省（DfE）が学校教育段階の職業教育・
訓練に関する『ウルフ報告書（Review of 
Vocational Education- The Wolf Report）』（Wolf, 
2011）を発表するなど、重要な白書や政策文
書が矢継ぎ早に打ち出され、こうした「新し
い公共」の担い手との協働を基調とした行政
システムの構築が目指され、より企業や職場
との密接な連携や地域社会の支援が期待さ
れることが表明された。 
この若者と成人の学習と訓練の領域にお

いては、労働党政権が中央集権的手法によっ
てスキル水準向上に関する公共政策を展開
し、需要を中心に位置付けた管理システムを
構築しようとした。これは「需要主導アプロ
ーチ」への転換として議論され、そのイギリ
ス的特質は集権化手法とエージェンシー化
の進展と指摘される（白幡, 2012）。 

包摂と排除の文脈において労働党政権が
社会政策の要諦と位置付けた雇用可能性向
上政策はどのように展開していくのか。また、
財政抑制の原則の下で責任とコストを社会
と共有し、公共政策の新しい担い手として地
域社会を位置付ける供給システムはどのよ
うに統制され、質の保障を行っていくのか。
本研究は、この問いを明らかするため、連立
政権以降の「大きな社会」政策の展開と基盤
構築の課題について調査分析を行うことと
した。 
これまでにも、イギリスにおける教育の公

私協働に関しては研究進められてきたが（宮
腰, 2007 など）、それは学校教育管理に関する
ものがほとんどであり、特に義務教育後のカ
リキュラム外領域に関しては圧倒的に研究
蓄積が少ない。連立政権下での 14 歳以降の

学習と訓練における地方重視主義（Localism）
への転換を取り上げた研究にはホジソンと
スポーズの研究などがあるが（Hodgson and 
Spours, 2012）、これはその統制の形態につい
て中央集権との関連において検討を行った
もので、その供給システムがどのように変化
したかについて具体的に取り扱ったもので
はない。そこで本研究は、義務教育後のキャ
リア形成や雇用可能性向上プログラムにお
ける中央政府の役割と地域との協働につい
て検討を行うこととした。 
 
２．研究の目的 
本研究は、イギリスのスキル水準向上を目

指す公共政策と、それを施行する供給システ
ムが地域社会とのより密接な連携を目指し
た協働基盤型へと転換したことに着目し、そ
の特質を解明することで、学習と訓練の公的
支援の政策効果と課題を解明することを目
的とする。労働党政権が中核と位置付けたス
キル水準の底上げに関する公共政策が、分権
型社会による「新しい公共」を謳う連立政権
においてどのように展開するのか、また、地
域社会との協働を進める供給システムがど
のように構築され、その統制においてどのよ
うな課題が生じるのかを明らかにする。 
本研究は、学習と訓練において、それまで

の中央統制を基調としたシステムの上に、連
立政権が地域社会との協働を図りながらど
のような供給システムを構築するか、またそ
の機能がどれだけ実効性を持つかについて、
以下の３つの視点から分析を行っていく。 
第一に、学校教育段階（後期中等教育）に

おけるキャリア・ガイダンスと職業的学習の
提供において、地域社会との連携がどのよう
に機能しているか。第二に、前政権が中核と
位置付けた成人のスキル向上に関する公共
政策がどのように展開しているか、また、そ
の供給システムがどのように変化したか、第
三に、排除のリスクの高い層の学習と支援サ
ービスにおいて、地域社会との協働基盤がど
のように構築されているか、である。本研究
はこれらの分析から、地域社会との協働を基
盤とした学習と訓練の公共政策および供給
システムの特質を明らかにし、これまでの教
育における公私協働や義務教育後の教育・訓
練政策に関する先行研究の知見に対し、独自
性を加えることとする。 
 
３．研究の方法 
本研究では上記の目的を明らかにするた

めに文献調査を中心として研究を進めた。政
策・制度研究としてのアプローチをとるため、
地方当局や学校を網羅してのアンケート調
査などは行わない。研究方法は、関連文献資
料の収集による分析並びに関係諸機関への
訪問調査である。分析対象としての一次資料
は、政府関係機関や組織の刊行物（白書およ
び緑書、諮問委員会等による報告書、政府主
導による全国調査や全国統計）並びインター



ネットの情報である。分析および考察にあた
っては各種学術文献（学術書、雑誌論文等）
により先行研究の知見を確認する。プライバ
シーに配慮し生徒に対する直接の調査は行
わず、政府あるいは政府の委託により行われ
た各種研究調査を分析する。イギリスの関係
諸機関（地方当局、政府系執行機関、中等学
校等）へ訪問し、関係者への半構造化インタ
ビュー調査を行う。地域・学校の選定はロン
ドン近郊を中心に、注目すべき取り組み事例
を抽出して行う。 
主な訪問調査は以下のとおりである。2015

年 2 月 26 日にリーズで行われた the National 
Career Guidance Show に参加し、NCS や専門
職団体であるキャリア・ディベロプメント・
インスティテュート（Career Development 
Institute: 以下、CDI と略記）等の担当者にそ
れぞれ質疑応答を行った。2016 年 11 月 3 日
にロンドンで行われた Careers Education and 
Guidance Summit 2016 に参加し、情報収集を
行った。さらに、2017 年 2 月にロンドンの
Pimlico Academy、およびスペシャル・スクー
ルである The Village School に訪問し、それぞ
れ担当者に研究課題に関するインタビュー
調査と授業・施設観察を行った。 
 
４．研究成果 
（１）中等教育後期における取組み 
①キャリア・ガイダンス改正の影響 
2014 年 4 月、教育省はキャリア・ガイダン

スに関する法的要件にあたる指導要領
（statutory guidance）と、ガイダンスにあたっ
ての強制ではない推進項目である指導指針
（non- statutory guidance）を発表した（DfE 
2014a, 2014b）1。これにより、イングランド
では第 8 学年（12-13 歳）から第 13 学年（17-18
歳）までのすべての生徒に、学校以外の第三
者との連携によるキャリア・ガイダンスが義
務付けられることとなった（DfE, 2014a: 7, 
Statutory Duty）。キャリア・ガイダンスにおけ
る学校以外の要素とは、企業訪問、メンタリ
ング（mentoring）、ウェブサイト、電話やヘ
ルプラインへのアクセスなどである。また、
これらには、見習い訓練制度を含む教育や訓
練の選択肢に関わる一連の情報が含まれる
と教育省は定義する。このキャリア・ガイダ
ンスはこれまで同様ナショナル・カリキュラ
ムには含まれないが、この改訂により学校の
キャリア教育、キャリア・ガイダンスのあり
方は大きく変わることとなった。学校やカレ
ッジに対して学校以外の第三者機関との連
携によるキャリア・ガイダンスが義務化され、

                                                   
1 ここでは、statutory guidance および non- statutory 
guidance を訳すにあたって、statutory guidance には

「指導要領」と、法的強制力がない non-statutory 
guidance には指導指針という訳語を当てることに

する。ここで statutory guidance の訳語として使用

する指導要領は、当然、我が国の学習指導要領と

は異なる。 

キャリア教育や職業関連学習はカリキュラ
ム内で提供する法的義務がなくなった（DfE, 
2014a; 2014b）。地方当局もユニバーサルなキ
ャリア・ガイダンスを提供する法的義務はな
くなった。この改正から学校やカレッジでは
ガイダンスの決定に関わる裁量が拡大した
が、この費用負担を求められることとなった。 

これらの改革（以下、2012 年改正）により、
学校においてはますます多様な取り組みが
期待され、学校外部のサービスや雇用主、地
域社会の役割が重視されるようになった。 
その一方で、2012 年に設立された全国キャ

リア・サービス（National Careers Services）の
予算規模はこれまでのキャリア・サービスに
比較し、大幅に縮小した。政府が学校やカレ
ッジに対して推奨するキャリア・リソースの
一覧は、「助言より啓発」という政府の意図
を顕著に示すものである。ガイダンスの直接
提供を行うのは全国キャリア・サービスのみ
で、それも電話相談やチャットである。充実
が図られたのは、講演やイベントなど単発の
企画に利用できるネットワークや、職業シミ
ュレーター、検索のための総合情報サイトで
ある。そして、政府はキャリアに関するリソ
ースの量や質を向上させる指導的役割は持
たない。政府の主な役割とは、学校と企業等
とのネットワーク構築における仲介的役割、
そして、民間企業や登録チャリティの活動な
ど、既存のインフラに公的資金を投入してキ
ャリア・リソースの充実を図ることである。
しかし、その額は十分とは言えず、さらに、
これまでのキャリア・サービスに焦点化した
直接的な公的資金の流れが分散化している
状況が確認できた。 
学校とキャリア・サービスとの連携による

ガイダンス提供については、「パートナーシ
ップ体制」という観点からは明らかに弱体化
したことが示される。第一に、キャリア・サ
ービスの学校への直接的なガイダンスの提
供が減少した点（National Careers Council, 
2013）、第二に教師に対する研修やリソース
の提供などの周辺支援についても事業規模
を縮小した点、第三に外部の支援機関の間の
連携も様相が変化したと指摘される点であ
る（BIS, 2013a）。 
先行研究の数々の調査は、この 2012 年改

正により学校におけるキャリア教育・ガイダ
ンスの質・量ともに大きく低下したことを報
告している（Ofsted, 2013; Langley et.al., 2014: 
vi; Watts, 2013: 445; CDI, 2015:4）。学校はさま
ざまなプロバイダーを選択することが可能
だが、これは逆に供給側にとっても学校は数
ある契約者のうちのひとつにすぎないとい
うことである。Watts は、このことが従来の
パートナーシップ・モデルを弱体化したと指
摘しており（Watts, 2013: 445）、Hughes らは、
キャリア・サービスの民営化と市場化がむし
ろサービス供給の悪化と分断化を招いたと
指摘する（Hughes et al., 2015）。そして、この
直接的原因は、政府および地方当局のキャリ



ア教育・ガイダンス支援に対する予算削減で
ある。 

 
②地方当局の役割と支援の必要な生徒 
学校に対する支援における地方当局の役

割は明らかに縮小したことが報告されてい
る（Langley et al., 2014）。2012 年改正前の地
方当局の役割は、コネクションズ・サービス
の提供母体のひとつとして、主に NEET およ
び NEET になる可能性の高い生徒の支援や、
特別な支援を必要とする（SEN）生徒に対す
るキャリア・ガイダンスを学校と連携しなが
ら行っていた。しかし、改正後はユニバーサ
ルなキャリア・ガイダンスを提供する法的義
務はなくなり、地方当局のキャリア・ガイダ
ンスに関する役割も大きく変化した。 

これまでイギリスのキャリア形成や雇用
可能性向上に関する支援は、コネクション
ズ・サービスの活動に象徴されるよう、排除
のリスクの高い層に対する横断的で重点的
な支援が特徴であった。地方当局の役割や学
校との連携のあり方が変わる中、これまで重
点的に行ってきた生徒への支援体制はどの
ように変わったのか。この問いを明らかにす
るため訪英し、学校訪問調査を行った 2。 
特別な教育的支援を必要とする（SEN）生

徒が通うスペシャル・スクール、および SEN
生徒への手厚い支援を行うアカデミーにお
ける調査では、これらの SEN 生徒の支援では、
福祉領域からの資金調達によって学校独自
の手厚い取り組みを行っており、2012 年改正
の影響はほぼ見られなかった。 
 
（２）成人とハイリスク層への支援 

①連立政権の政策方向性 
連立政権政策の独自性は、地域社会との連

携のあり方にある。「小さな政府」を志向し
つつ、市民社会との関係の再構築を図るのが
その特徴である。そして「隅々まで中央に管
理された（micro-managed）」（Wolf, 2011: 9）
と指摘されるこの領域では、「大きな社会」
を具現化するための方策として、教育省の若
者政策と BIS の継続教育・成人スキルの方向
性の違いが顕著に現れることとなった。 
若年失業と訓練に関する数々の調査を分

析した BIS の報告書『若者の失業：低水準資
格の若者に対する訓練に関する報告（Youth 
Unemployment: Review of Training for Young 
People with Low Qualifications）』は、特に低水
準資格の若者に対する訓練支援は有効性が
高いと結論付けた（BIS, 2013b: 27）。無資格
あるいは低水準資格保持者の若者は、若者人
口の約４分の１だが、失業中の若者の 39％で
あり、NEET の 47％である（p.5）。これは景
気後退の影響ではなく、実際に若者の低賃金
や失業と資格や学歴とは相関関係があるこ
とが示されている。この報告書の分析による

                                                   
2 インタビュー日時は 2017 年 2 月 6 日および 2 月

7 日。 

と、第一に、支援対象をレベル２以下とし、
期間も限定するなどターゲットを絞った支
援が効果的であったこと、第二に、職場体験
や就職活動と結びつけた訓練支援など、就労
に焦点を当てた支援を行うべきであること、
第三に、地域密着型の小規模支援とするべき
こと、などが効果的な支援の為に挙げられた
（pp.8-9; pp.27-29）。 
ハイリスク層の若者の支援に対しては、直

接の雇用創出よりもむしろ学習と訓練機会
の提供支援の方が効果的であることが示さ
れたが（p.12）、成人の場合はより労働市場に
密着した形のスキル・訓練支援が望まれるこ
とが明らかとなった（Ofsted, 2012: 17-20）。
しかし、その一方で、年齢層の高い成人に関
しては学習と訓練支援、資格取得がその後の
生活向上や職場での生産性の向上に直接結
び付くわけではないという証拠も示されて
いる（Wolf et al., 2010）。 

 
②キャリア形成への支援と地域連携 
地域社会との協働の考察の基礎となる成

人やハイリスク層支援を取り巻くキャリア
市場の理解のために、民間のキャリア関係企
業が、政府や地方当局、学校とどのように関
わっているかについて文献調査および訪問
聴取調査を行った。 
イギリスにおいてキャリア・ガイダンスは

多かれ少なかれ、直接的にも間接的にも政府
による財政支援を受けていると言われるが
（Watts, 2008: 341）、イングランドではキャリ
ア・カンパニー（Careers Companies）といわ
れる企業やボランティア団体などによるガ
イダンスが行われてきており、政府によって
設立され、政府が直接資金投入を行っている
キャリア・サービスとほぼ同数の割合でこう
した在野の団体によってガイダンスが提供
されている。このように公費を投入された民
間のプロバイダーが地域の支援供給に果た
す役割は大きい。 
もちろん、公的資金が投入されたもの以外

にも無料で利用できるキャリアに関するサ
イトやキャリア教育向けテキスト、ソフトウ
ェアなどの教育リソースは多くのキャリ
ア・カンパニーが用意している。学校や企業
向けのソフト開発を行っている Careersoft の
担当者への聴取調査 3によると、特にパソコ
ンで使用するソフトウェアの中でも「どの職
業が自分に向いているか」「どんな職業があ
るか」などをゲーム感覚で行う学校向けソフ
トは人気があるとのことである。そうしたソ
フトウェアは、特に SEN 生徒や学習障害を持
つ若者にも簡単に扱えるよう、アイコンを多
用したユニバーサルなデザインとしている。
また、Careersoft ではこうした SEN 生徒向け
のキャリアに関係するソフト開発には政府
の資金は投入されておらず、基本的には自社

                                                   
3 インタビュー日時は 2015 年 2 月 26 日。公式 HP
は https://www.careersoft.co.uk/ 



開発であるとのことであった。 
以上のように、キャリア市場において公的

資金は広い範囲に投入されている。しかし、
政府はキャリアに関するリソースの量や質
を向上させる指導的役割は持たず、学校と企
業等とのリンクやネットワーク構築におけ
る仲介的役割、そして、民間企業や登録チャ
リティの活動など既存のインフラに公的資
金を投入してキャリア・リソースの充実を図
ることがその役割であるといえる。 
キャリア・カンパニーの大きな役割を確認

できた一方で、こうしたキャリア支援市場に
対する新しい動きも出てきた。それは、第一
に政府によるキャリア&エンタープライズ社
4（The Careers & Enterprise Company）の設立、
第二に、地方エンタープライズ・パートナー
シップ（Local Enterprise Partnerships、以下 LEP
と略記）の設立である。このキャリア&エン
タープライズ社が行うのは学校・カレッジが
行うキャリア・ガイダンスへの支援、若者と
企業との橋渡しであるが、特に地方格差に焦
点を当て、同社が「Cold Spot」と呼ぶ雇用主
の協力が得られにくい地域を重点的に支援
するのが特徴である。このキャリア&エンタ
ープライズ社とも協働し、各地域の LEP が主
導しキャリア・ガイダンスの提供を行うよう
になった。例えばイングランド北部、ハンバ
ー（Humber）の LEP は若者支援向けの HP の
作成や地域の関係各所との広範なネットワ
ークを築いていることを報告している 5。 

これらの調査結果からは、政府の直接関与
領域を減らし、エージェンシー化とネットワ
ーク化によるスキル・マッチングによって地
域活性化を狙う供給システムの構図が確認
できる。しかし、当初ボランティア・ベース
での運営を考えられていた LEP は立ち上げ
に苦慮し、政府の資金提供を受けることとな
った。地域主導の試みにおいても、その運用
において政府の直接的資金分配の重要性は
大きい。 

 
（３）成果のまとめ 
中等教育段階のキャリアや仕事に関する

教育や支援に関しては、これまでの国家主導
のパートナーシップ体制から第三者との連
携に関して各学校へ責任を委譲した 2012 年
改正の影響が大きいことが確認できた。しか
し、これは当然学校によるばらつきがある。
本研究の調査では、学校による差だけではな
く、同じ学校内でも SEN 生徒やリスクの高い
生徒、一般生徒との間でもリスクに焦点化す
る支援の濃淡があることが明らかになった。 
成人とリスクを抱える若者への支援に関

しては、学校と同様に国の直接支援領域は縮
小し、民間プロバイダーや産業界のネットワ
ークなど社会のインフラを最大限活用しよ

                                                   
4 https://www.careersandenterprise.co.uk/ 
5 Harrison, P. ‘Carrers Education, Information, Advice 
and Guidance’, Presetation Slides, Carrer Education 
and Guidance Summit 2016, 3rd November, 2016. 

うとする構図が明らかになった。特に、雇用
やキャリア支援の地方格差の解消を目指し
た取り組みが行われていることが確認でき
た。しかし、特に NEET、および NEET 予備
軍などの若者支援は費用対効果という面で
は効果が低く、数値目標に寄らない長期的ビ
ジョンが必要とされている。 
キャリア形成と雇用可能性向上の領域に

おいては、地域や民間のインフラを生かした
エージェンシー化とネットワーク化によっ
て地域基盤の供給システムを創出し、地方格
差を縮小する試みがなされた。しかし、この
運用や運営においては政府の直接的資金分
配の影響は大きいことが明らかとなった。さ
らに、リスクの少ない若者へのサービス提供
が削減される一方で、福祉領域のケアやキャ
リア支援は政策動向の影響はそれほど大き
くないことも確認できた。このことは支援サ
ービスの階層性がますます大きくなってき
たことを示唆している。この点に関しての調
査、および 2017 年からのキャリア・ガイダ
ンス改革の動向調査については今後の課題
としたい。 
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